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わが国の経済状況

当上半期におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症感
染拡大の影響の長期化と、度重なる緊急事態宣言発出等により個
人消費の動きが鈍く、企業収益が厳しい状況で推移しました。景気
の先行きについては、新型コロナウイルスの新規感染者が減少し
たこと等を受け、９月末で緊急事態宣言が解除され、政府による段
階的な制限緩和により経済正常化への動きがみられるものの、未
だに収束の見通しがつかないこと等から、不透明な状況が続いて
おります。

石油製品販売業界の状況

原油価格は、ＯＰＥＣプラスによる協調減産の段階的縮小が継続さ
れて上昇し、原油需給逼迫が懸念されたこと等から９月末時点は70ド
ル台後半となりました。国内石油製品価格は原油価格や為替の動向
を受けて上昇しました。国内石油製品需要は、大幅に落ち込んだ前年
度から経済活動が再開したことにより、前年同期を上回りました。

業績について

当上半期の当社グループ業績は、主に石油関連事業全体で原油価
格の上昇に伴う販売価格の上昇等により、売上高は17,376百万円と
なりました。また、石油関連事業において原油価格の上昇に伴い、前年
同期と比べてマージンが圧縮されたこと等により、営業利益は161
百万円、経常利益は268百万円となりました。親会社株主に帰属する
四半期純利益は、ケンタッキーフライドチキン店の運営を事業譲渡し
たことによる特別利益が発生したものの、前年同期の川崎充填所売却
の反動等により227百万円となりました。

株主の皆様におかれましては、なお一層のご支援とご鞭撻を賜り
ますようお願い申し上げます。

株主の皆様におかれましては、平素より格
別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、ここに当社第78期上半期（2021年
4月1日から2021年9月30日まで）の中間
報告書をお届けするにあたり、ご挨拶申し上
げます。

代表取締役社長 筒井 博昭

To Our Shareholders株主の皆様へ
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売 上 高

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益又は四半期（当期）純損失

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失

総 資 産 ／ 純 資 産

Financial Highlights 財務ハイライト（連結）

売　 上　 高 17,376百万円（前年同期は24,888百万円）

268百万円 （対前年同期比51.6%減）経 常 利 益

227百万円 （対前年同期比83.1%減）親会社株主に帰属する
四半期純利益

※会計基準の変更に基づき、第74期の総資産を変更しております。

（注）  当期（第78期）から「収益認識に関する会計基準」等が適用になっております。
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当上半期の当社グループ業績は、主に石油関連事業全体で原油価格の上昇に伴う販売価格
の上昇等により、売上高は17,376百万円（前年同期は24,888百万円）となりました。また、石
油関連事業において原油価格の上昇に伴い、前年同期と比べてマージンが圧縮されたこと等
により、営業利益は161百万円（前年同期比66.0％減）、経常利益は268百万円（前年同期比
51.6％減）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、ケンタッキーフライドチキン
店の運営を事業譲渡したことによる特別利益が発生したものの、前年同期の川崎充填所売却
の反動等により227百万円（前年同期比83.1％減）となりました。
「収益認識に関する会計基準」等の適用により、従前の会計処理と比較して、当上半期連結累

計期間の売上高、売上原価がともに13,748百万円減少しておりますが、営業利益、経常利益及
び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。
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原油価格の上昇に伴う販売価格の上昇等によ
る影響。

直 営 部 門

売上高 百万円13,475

売上高  （単位：百万円）

第74期
第2四半期

第75期
第2四半期

第76期
第2四半期

第77期
第2四半期

第78期
第2四半期

11,148 12,195 11,995
9,574

13,475

石油化学製品において販売価格の上昇等によ
る影響。

産 業 資 材 部 門

売上高 百万円641

売上高  （単位：百万円）

第74期
第2四半期

第75期
第2四半期

第76期
第2四半期

第77期
第2四半期

第78期
第2四半期

1,974 1,976 1,764 1,633

641

燃料油において原油価格の上昇に伴う販売価
格の上昇や、潤滑油において稼働停止していた
大手顧客を中心に販売数量が回復したこと等
による影響。

直 需 部 門

売上高 百万円1,367

売上高  （単位：百万円）

第74期
第2四半期

第75期
第2四半期

第76期
第2四半期

第77期
第2四半期

第78期
第2四半期

9,577
11,741 11,062

8,492

1,367

原油価格の上昇に伴う販売価格の上昇等によ
る影響。

卸 部 門

売上高 百万円131

売上高  （単位：百万円）

第74期
第2四半期

第75期
第2四半期

第76期
第2四半期

第77期
第2四半期

第78期
第2四半期

4,045 4,721 4,287
2,990

131

原油価格の上昇に伴う販売価格の上昇等によ
る影響。

その他部門

売上高 百万円118

売上高  （単位：百万円）

第74期
第2四半期

第75期
第2四半期

第76期
第2四半期

第77期
第2四半期

第78期
第2四半期

592 623
485

313
118

石油関連事業

営業の概況

石油関連事業全体につきましては、当上半期累計期間において、法人顧客向けの燃料油を中心に
販売数量が回復しました。
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Review of Operations

法人顧客向け飲料において、夏期に需要
が高まり販売数量が増加したこと等によ
る影響。

売 上 高   （単位：百万円）

第74期
第2四半期

第75期
第2四半期

第76期
第2四半期

第77期
第2四半期

第78期
第2四半期

633 680 716 680 730

「EDIAN（エディアン）」シリーズをはじめ
とする賃貸マンションの堅調な稼働等に
よる影響。

売 上 高   （単位：百万円）

第74期
第2四半期

290

第75期
第2四半期

286

第76期
第2四半期

314

第77期
第2四半期

315

第78期
第2四半期

327

前年同期に発電所の販売があったことの
反動や、太陽光発電関連機器の販売が減
少したこと等による影響。

第74期
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売 上 高   （単位：百万円）

売上高

百万円730
売上高

百万円327
売上高

百万円584

　２０２１年４月３０日に、東京都品川区において賃貸マンション
「エディアン武蔵小山」を取得いたしました。本物件は、当社保
有「ＥＤＩＡＮ（エディアン）」シリーズの４棟目となります。１Ｋ、１Ｌ
ＤＫの単身者向けマンションで、高級感のある内装等、上質な
暮らしを楽しむことができる物件となっております。
　最寄り駅である東急目黒線の武蔵小山駅から徒歩５分ほ
どの場所に位置し、目黒駅までは急行で３分など、交通アクセスの良い立地となっております。
また、近隣には東京都内最長のアーケード商店街「武蔵小山商店街パルム」があり、生活利便
施設が充実しております。今後も駅前の再開発により利便性向上が期待できる地域です。

エディアン武蔵小山を取得

再生可能エネルギー
関連事業 外食事業 不動産事業

TOPICS
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Sustainabilityサステナビリティへの取組み

ＥＳＧ
中期経営計画での取組み SDGsとの関連

分類 重要課題（マテリアリティ）

Environment
【環境】

◦ 環境に配慮した 
エネルギー提供

◦ エネルギーに関連した 
事業創出、価値創造

   太陽光発電所の運営・開発、蓄電池等の販売
   バイオマス発電関連事業の推進による 
カーボンニュートラルへの貢献
   ガソリンベーパー液化回収装置付き計量機の増設、 
環境対応型潤滑油の取扱い等を通じたGHG削減

 

 

Social
【社会】

◦ 働き甲斐のある 
職場環境の醸成

◦ 多様な人材の確保・登用
◦ 地域・国際社会への貢献

   働き方改革の推進
   人事制度の適正運用、人材開発強化、 
ＥＳ（従業員満足度）向上
   社外との連携強化（人材活用、アライアンス強化等）  

Governance
【ガバナンス】

◦ コンプライアンスの徹底
◦ コーポレート・ 

ガバナンスの強化
◦ 経営基盤の強化

   海外拠点含めたコンプライアンス関連の組織対応
   サステナビリティ経営の実践
   資本効率性を意識した経営管理

企業理念に基づき、エネルギーに関連した取組みを中心として、
当社グループを取り巻くすべてのステークホルダーが

「ともに笑顔になる未来」を目指して、企業価値向上を推進してまいります。

　日新商事では、会社全体でサステナビリティに対する意識を向上し、会社としての 
理念・活動を理解・共有すること等を目的として、役員をはじめ、様々な階層に向けた 
サステナビリティ研修を多数実施しています。
　ＥＳＧ／ＳＤＧｓの世界動向や取組み事例を含めた基礎知識について理解を深める 
ことはもちろんのこと、今後は一人ひとりが社会課題の解決と企業価値向上に貢献 
できるよう、日新商事グループ全体としてどのようにサステナビリティへ取り組むかの
詳細に関する議論を進めていきます。

サステナビリティへ向けた取組み
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（2021年9月30日現在） Corporate Profile会社概要

商　　 号 日新商事株式会社 （NISSIN SHOJI CO., LTD.）
設　　 立 1950年2月1日 （創業  1947年8月7日）
資 本 金 36億2,400万円
本社所在地 〒105-0023　

東京都港区芝浦一丁目12番3号（Daiwa芝浦ビル4階）
TEL.03-3457-6251

従 業 員 数 392名

◦一般石油製品及び副製品の販売
◦石油化学製品及びその合成樹脂製品の販売
◦液化石油ガスの製造、販売、並びにその附属品の販売
◦自動車部品及びタイヤ類の販売
◦自動車・中古自動車の修理・整備、販売業
◦プラスチックの成形機械類並びにその附属品の販売
◦損害保険代理業並びに自動車損害賠償保障法に基づく保険代理業
◦飲食店業
◦不動産賃貸業
◦電解還元水整水器、カートリッジ及び電解還元水の販売
◦自動車及び自動車用品の賃貸業
◦食料品、日用雑貨品及びその他生活用品の販売並びに飲料（清涼飲料水）

の製造、販売
◦超高輝度マイクロプリズム反射素材の販売
◦電気通信事業法による通信機器販売及び電気通信サービスの加入手続

きに関する代理店業務
◦電化製品及び環境対応商品等の販売
◦発電及び売電に関する事業
◦農業用資材の製造、販売

石油関連事業を軸にあらゆるエネルギーの供給を社会的使命と
捉え、様々なビジネス領域においてサービスを展開しています。

事 業 内 容

直営部門
「ENEOS」ブランドのSSを展開

卸部門
石油製品販売店への卸販売、販売促進の支援

直需部門
基幹産業、物流分野へ石油製品販売

産業資材部門
石油化学製品を中心に多様な製品の販売

その他部門
液化石油ガスの販売

ケンタッキーフライドチキンの運営※

及び飲料事業

オフィスビル、マンション等の
賃貸事業

再生可能エネルギー関連の原料・機器販売
及び太陽光発電による売電事業等

● 会社概要

● 主要事業

● 役　員
代 表 取 締 役 社 長 筒 井 博 昭 取締役監査等委員 山 添 潤 一
常 務 取 締 役 柴 崎 正 典 社外取締役監査等委員 津 國 伸 郎
取 締 役 走 尾 一 隆 社外取締役監査等委員 山 口 　 光
取 締 役 佐 野 浩 一
取 締 役 伊 藤 　 真
取 締 役 入 　 龍 彌

石油関連事業

再生可能エネルギー関連事業

外食事業

不動産事業

※  ケンタッキーフライドチキン店については閉店または9月30日をもちまして
運営譲渡いたしました。



（2021年9月30日現在）

500,000株以上
3,053,556株
40.2%

100,000株以上
1,446,110株
19.0%

100株未満 380株 0.0%

500株以上 322,796株 4.2%

100株以上 408,017株 5.4%

1,000株以上 455,640株 6.0%

5,000株以上 244,401株 3.2%

10,000株以上 923,640株 12.2%

50,000株以上 745,460株 9.8%

個人・その他
3,633,477株
47.8%

金融機関 1,089,400株 14.3%

外国人 77,200株 1.0%

その他国内法人 2,740,700株 36.1%

証券会社 59,223株 0.8%

政府・地方公共団体 0株 0.0%

（注）「500,000株以上」及び「個人・その他」株式には自己株式923,556株が含まれております。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

● 所有数別株式分布状況

● 所有者別株式分布状況

発行可能株式総数 ................................................30,400,000株
発行済株式の総数 ...................................................7,600,000株
株主数 ............................................................................... 2,949名

（前期末比124名減）

株  主  名 持株数（株） 持株比率（%）
ENEOSホールディングス株式会社 1,140,000 17.1
株式会社日新 990,000 14.8
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 349,000 5.2
株式会社三井住友銀行 250,000 3.7
筒井　博昭 218,500 3.3
筒井　健司 192,800 2.9
筒井　敦子 117,600 1.8
ユシロ化学工業株式会社 115,800 1.7
日新商事従業員持株会 102,410 1.5
株式会社三菱UFJ銀行 100,000 1.5

（注）1.持株比率は自己株式（923,556株）を控除して計算しております。
　　2.当社は自己株式923,556株を所有していますが、上記の表には記載しておりません。

● 株式の状況

● 大株主

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年6月下旬
基準日 定時株主総会 3月31日

その他必要のある場合は公告いたします｡
期 末 配 当
中 間 配 当

毎年3月31日
毎年9月30日

株 主 名 簿 管 理 人 及 び
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

郵 便 物 送 付 先
 （ 電 話 照 会 先 ）

〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
TEL.0120-782-031（フリーダイヤル）

（受付時間 土日休日を除く9：00〜17：00）
● 住所変更、単元未満株式の買取等のお申出先について

株主様の口座のある証券会社にお申出ください。なお、証券会社に口
座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管
理機関である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

● 未払配当金の支払いについて
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

株式の状況 株主メモ


